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教育指導担当 

 

令和５年度港区いじめ問題対策連絡協議会の報告について 

 

 

１ 日  時 

  令和５年５月１６日（火） 午前１０時から１１時まで 

 

２ 場  所 

  港区役所 ９１１・９１２・９１３会議室 

 

３ 出 席 者 

港 区 

港区教育委員会 

区 長（会長）   武井 雅昭 

副区長（副会長）  青木 康平 

教育長（副会長） 浦田 幹男 

保健福祉支援部長   山本 睦美 

みなと保健所長 笠松 恒司 

子ども家庭支援部長  中島 博子 

総務部長 湯川 康生 

学校教育部長 吉野 達雄 

子ども若者支援課長 矢ノ目 真展 

子ども家庭支援センター所長  石原 輝章 

教育指導担当課長 篠﨑 玲子 

学 校 
区立小学校長会長（白金小学校長） 髙山 直也 

区立中学校長会長（港南中学校長） 佐々木 希久子 

児童相談所 所長 田﨑 みどり 

ＰＴＡ 
港区立青南小学校ＰＴＡ会長 加藤 なぎさ 

港区立高陵中学校ＰＴＡ会長 井上 毅 

人権擁護委員 子ども人権委員 菊地 まゆみ 

民生・児童委員 民生委員・児童委員連絡協議会長 田中 泉 

主任児童委員 部会長代理 栁井 健夫 

医 学 医師 武石 恭一 

令和５年６月２６日 

教育委員会報告資料 No.１ 

報告内容 

令和５年５月１６日(火)に開催した港区いじめ問題対策連絡協議会の内容について報

告します。 
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警 察 

 

 

愛宕警察署長代理生活安全課長 佐藤 淳也 

三田警察署長代理生活安全課長 黒木 健次 

高輪警察署長代理生活安全課長 近  将 

麻布警察署長代理生活安全課長 木下 忠之 

赤坂警察署長代理生活安全課長 小池 一嘉 

東京湾岸警察署長代理生活安全課長 清水 義和 

  【オブザーバー】 

港区教育委員会 教育長職務代理者 田谷 克裕 

 

４ 議  事 

（１）令和５年度港区いじめ防止基本方針の具体的な取組について     【資料１】 

（２）令和４年度港区いじめ問題対策連絡協議会等の報告について     【資料２】 

（３）令和５年度港区いじめ問題対策連絡協議会等の実施予定について   【資料３】 

（４）関係部署におけるいじめ防止対策について             【資料４】 

（令和４年度の取組報告及び令和５年度の取組予定） 

（５）いじめに関する現状について              【資料５、資料５－２】 

教育指導担当課長 篠﨑 玲子 委員 

令和４年度のいじめの件数は、小学校は１８３件となり、昨年度から１０６

件増加した。中学校は１７件で昨年度から１０件増加した。小中学校のいじめの

件数は合計で２００件になる。増加の要因として、以下３点が考えられる。 

１点目は、各学校が保護者に対していじめの対応等を丁寧に説明し、些細な

ことでも気づいたらすぐに学校に報告するように周知したことである。 

２点目は、教員の子どもの様子を見取る力、いじめの認知力が高まってきた

ことや、教育委員会は初任者研修、２、３年次研修をはじめ、いじめの認知力

を高める研修を実施してきたことである。 

３点目は、小学校において学級の規律が維持できず、学級経営が困難になっ

た学校があったことで、いじめにつながるトラブルが多く発生したことが挙げ

られる。このことから、今年度は新規事業として学校運営支援講師を教育委員

会内に配置した。 

以上の３点がいじめの件数が増加した要因と考えている。 

 

（６）学校における取組について                    【資料６】 

① 区立小学校長会長（白金小学校長） 髙山 直也 委員 

・いじめの早期発見、早期対応に向けた組織的な対応について 

各学校ではいじめがあることを前提として捉え、どのように早急に対応し

解決を目指すかということに取り組んでいる。認知件数が増えていることに

関しては一概に状況が悪いということではなく、各学校が感度を高くして、

対応を早期にしている。小学校からは４点取組を報告する。 

１点目は、特別の教科道徳を、非常に重視している。これを柱として、日

常的に児童がいじめ問題について考え、いじめを許さない心の育成を図って
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いる。 

２点目は、教師がいじめと疑われる個々の案件について、丁寧な見取りを

行い、定義に基づき適切にいじめを認知できるよう取り組んでいる。 

３点目は、児童の個々の発達段階に応じて、いじめがなぜいけないことな

のか、防ぐために自分たちができることは何か、ということを考えて、児童

発信型の取組を実践している。 

４点目は、保護者への周知である。学校いじめ防止基本方針の周知等を早

期に行い、いじめに対する理解・啓発を行い、保護者のいじめに対する感度

を高められるよう努めている。また、年間３回のふれあい月間は家庭を巻き

込むよう配慮している。 

 

② 区立中学校長会長（港南中学校長） 佐々木 希久子 委員 

・いじめの未然防止に向けた組織的な対応について 

いじめが起きた場合には、個々に関係者全てに指導する。しかし、それよ

り大切なことは未然防止だと考えている。中学校からは４点取組を報告する。 

１点目は、各校で毎月学校生活アンケートを実施している。本校では、タ

ブレット端末を活用して実施している。十分に時間を確保することと、周囲

の生徒に記入していることが分からないよう配慮している。 

２点目は、生活ノートを生徒に配布し記入している。直接的にいじめにつ

いての記入がなくても、気になる生徒については、学校で情報共有できる体

制を構築している。 

３点目は、多職種による連携を行っている。本校の例としては、毎週 1 回、

教員、養護教諭、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、特

別支援教室の巡回指導教員、特別支援教室専門員等で組織された「いじめ・

特別支援委員会」という会議を行っている。議題の記録は全教職員が閲覧で

きるようにしている。 

４点目は、安定・安心の学級を目指し、日常的に自己肯定感を高めるため

の取組を行っている。一例としては構成的グループエンカウンターを実践し、

互いに褒め合う、認め合う、お互いの気持ちを理解し合う、そうした親和的

な学級作りを行い、いじめの未然防止に努めている。 

 

（７）「みなと子ども相談ねっと」の取組に関する報告について       【資料７】 

（８）令和５年度港区青少年健全育成活動方針について          【資料８】 

 

５ 意見交換 

（１）子ども家庭支援センター所長 石原 輝章 委員 

子ども家庭支援センターに入った相談で対応した事例について共有する。 

子どもがいじめられているのではないかと心配した保護者から相談があった。

相談内容を学校と共有することについて、保護者の了承が得られたため、子ども

家庭支援センターの担当者が学校へ状況を説明し、学校での対応を依頼した。そ



4 

 

の後、担任が関係児童から聞き取りを行い、事実確認の上、指導した。学校から

解決したとの報告を受け、子供家庭支援センターとしての対応は終了した。 

学校と家庭と子供家庭支援センターの連携がいじめ問題の解決に繋がった事例

である。 

 

（２）東京湾岸警察署長代理生活安全課長 清水 義和 

当署は港区の他にも大田区、江東区も一部管轄しているため、港区内の事例と

は限らないが、事例を提供する。ＳＮＳ上での誹謗中傷の事例である。被害者の

画像を使った動画を作成し、それに卑猥な文言を書き込んで誰もが見られるよう

にした事例があった。警察としては、保護者からの相談で認知し、侮辱罪あるい

は名誉棄損罪が成立するのではないかということで対応した。しかし学校では指

導の過程で、すべての動画、画像を削除させたということで、警察としては、こ

の件に関しては立件をすることはできなかった。 

ＳＮＳにまつわる相談、あるいはいじめと認知された場合は、早期に警察へ報

告があれば、素早い対応ができると考えている。いじめという表現を使われてい

ても、警察的には犯罪ととらえることがある。ＳＮＳを使った誹謗中傷の際は、

立件するかどうか別にして、早期に相談するようお願いしたい。 

 

（３）警視庁麻布警察署長代理 木下 忠之 生活安全課長 

私立中学、インターナショナルスクールに関する２件を報告する。私立中学校

の件は、１年生の男子生徒が学級で無視されたり、ＳＮＳ上で悪口を言われたり

していた。また、部活では罰金と称して金銭を徴収されていた。本人から交番に

訴えがあり、学校に情報提供し改善を図った。警察から学校に連絡した段階では、

担任は本件について管理職等に報告していないことが分かった。学校の中で早期

に情報共有を行い、組織的に対応していくことが問題を深刻化させないために重

要である。 

インターナショナルスクールでの件は、日本人男子児童が、フランス国籍の男

子児童に金銭をとられていた。インターナショナルスクールの特徴として、対応

のノウハウがないことが多く、解決が図られないなという印象がある。外国籍の

保護者の中には外交特権を有する方もいる。今回の件はそうではなかったが、聞

き取りするまでに非常に多くの手順が必要になることもある。 

 

（４）児童相談所所長 田﨑 みどり 委員 

いじめに関する現状の報告について、いじめの様態の中で強い接触とあるが、

具体的にどういうことか。また、強い接触という言葉は、あまり使わない印象が

あるが、一般的に使わない言葉で統計をとっているのには理由があるかうかがい

たい。 
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＜回答＞ 

教育指導担当課長 篠﨑 玲子 委員 

強い接触として計上した中では、つねってあざができたという事例があった。

具体的には、下校時に「一緒に帰ろう。」と声をかけたところ断られ、つかみ合

いになり、あざができた。このことを強い接触と報告している。各件の程度に

ついては、学校から適宜聞き取りを行っている。 

強い接触という表現については、例年、国の行っている「児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査等」の中に様態として示されて

おり、それにならっている。 

 

（５）区立中学校長会長（港南中学校長） 佐々木 希久子 委員 

東京湾岸警察署に紹介いただいたケースの場合は、学校で指導を行うと共に、

素早く警察に情報提供し、連携して対応することが適切と考える。その際、保護

者や子ども本人に警察と連携して対応することについて、意向を確認する必要が

ある。 

いじめの指導では、保護者や当該生徒は、その場では問題が解決したように見

えても、あとで相手を処罰したいという思いになることもある。その場合は、ど

のように対応するのがよいか。 

 

＜回答＞ 

東京湾岸警察署長代理生活安全課長 清水 義和 

学校と警察が連携する際は、保護者の意向が非常に重要になる。警察から突

然連絡がくると、保護者はどこから聞いたのかという話になるので、学校から

当該保護者へ事前に意向を確認することが好ましい。 

佐々木委員のおっしゃるとおり、一旦その場では問題が収まっても、保護者

同士で納得することができず、後で被害届を出すということもある。警察とし

ては、できるだけ早く情報が得られれば、対応を講じることができるので、御

相談いただきたい。 
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令和５年度港区いじめ防止基本方針の具体的な取組 

港区（ 以下「 区」 と いう 。） 及び港区教育委員会（ 以下「 教育委員会」 と いう 。） は、 いじ め防止対策

推進法（ 以下「 法」 と いう 。）、 文部科学省が定めるいじ めの防止等のための基本的な方針（ 以下「 国の

基本方針」 と いう 。） に基づき 、「 港区いじ め防止基本方針」（ 以下「 区の基本方針」 と いう 。） を 定めま

し た。  

法第 23 条第 1 項は、「 学校の教職員、 地方公共団体の職員その他の児童等から の相談に応じ る者及び

保護者は、児童等から いじ めに係る相談を 受けた場合において、いじ めの事実があると 思われると き は、

いじ めを 受けたと 思われる 児童等が在籍する 学校への通報その他の適切な措置を と る も のと する。」 と

し ており 、 学校の教職員がいじ めを発見し た際、 又は相談を受けた場合には、 速やかに、 学校いじ め対

策組織（ 法第 22 条による設置） に対し 、 当該いじ めに係る 情報を報告すると と も に、 学校の組織的な対

応を 速やかに開始し なければなり ません。  

こ のこ と から 、いじ めの未然防止はも ちろ んのこ と 、発生時の対応等を より 明確にする ため、「 港区い

じ め防止基本方針の具体的な取組」（ 以下「 具体的な取組」 と いう 。） を 以下の通り 定めます。  

 

１  いじ めの未然防止に向けた取組 

区と 教育委員会は、 いじ めは重大な人権侵害である と の認識に立ち、 学校の教育活動への支援を行

う と と も に、 家庭、 地域、 関係機関等と 連携し 、 いじ めの未然防止に取り 組みます。  

（ １ ） 人権教育の推進 

人権尊重の理念を 広く 社会に定着さ せ、 あら ゆる偏見や差別の解消を 目指す人権教育を 一層

充実さ せるため、 人権教育推進委員会※１ で取り 組むべき 課題や指導の在り 方を 協議すると と も

に、 人権尊重教育推進校を 指定し 研究を進め、 その成果を 各学校に普及さ せます。  
※１ ） 人権教育推進委員会は、 各幼稚園、 小中学校の代表者で構成さ れる委員会で、 学校教育に

おける人権教育を 推進するために、情報交換・ 資料収集・ 調査研究等を 通じ て教職員の人権感覚

を 磨き 、 資質の向上を 図るも のです。  

（ ２ ） 道徳教育の充実 

児童生徒がいじ めの問題を 自分のこ と と し て捉え、 考え、議論する学習を 展開し 、いじ めに正

面から 向き 合う こ と ができ るよう 指導し ます。学校に対し て具体的な実践事例の提供や、道徳教

育に関する教職員の指導力向上のための研修等を 推進する と と も に、 各地域の実態に応じ た道

徳教育を 推進する ための地域教材の作成や外部講師の活用をはじ めと する取組を支援し ます。  

（ ３ ） 体験活動の充実 

児童生徒の豊かな情操と 道徳心を 培い、円滑な人間関係を 構築する能力の素地を養う ため、各

学校における体験活動等を 支援し ます。  

 （ ４ ） 学校生活に関する意識調査の活用 

ＷＥ Ｂ Ｑ Ｕ（ 心理テスト ） を 実施し 、児童生徒個々の学級や学校生活における満足感や意欲、

児童生徒の学級内での相対的位置、対人関係を営むためのスキルなどの情報を 得た上で、より よ

い学級集団づく り に即時活用し 、 授業改善を 図ると と も に、 いじ めの未然防止に生かし ます。  

（ ５ ） 情報モラ ル教育の推進 

イ ンタ ーネッ ト 、ソ ーシャ ルネッ ト ワーク サービス（ Ｓ Ｎ Ｓ ） 等を通じ て行われるいじ めに学

校が対応し 、 情報モラ ル教育を 推進でき るよう 、 専門家を 活用するなどの支援をし ます。  

（ ６ ） 児童会・ 生徒会活動の支援 

平成 24 年 12 月 10 日の「 港区子ども サミ ッ ト 」 で決定し た「 港いじ め防止子ども 宣言」 を各 

学校で有効に活用する機会を 設定すると と も に、 児童生徒自ら の主体的な取組を推進するため、

資料 １ 
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毎年 12 月に開催し ている「 港区子ども サミ ッ ト 」 において引き 続き いじ めを テーマの一つに設

定するなど、 各学校の児童会・ 生徒会活動を 支援し ます。  

（ ７ ） 教職員の資質の向上 

いじ めの発見や対応には専門的な知識が必要であり 、対応する教職員の資質・ 能力の向上は欠

かせません。 そのため、職層研修や生活指導主任会、 いじ め防止に関する講演会などを通じ て、

教職員が適切に対応でき るよう 研修の充実を 図り ます。  

（ ８ ） いじ め防止に関する 啓発資料の提供 

各学校におけるいじ め防止の取組が確実に行われるよう 、参考資料と し て「 いじ め防止リ ーフ

レ ッ ト 」 を作成し 、 各学校、 保護者、 地域の方々に提供し ます。  

「 いじ め防止リ ーフ レ ッ ト 」 には、いじ めを 理解するための統計資料に加え、 各学校の取組の

参考と なる、 いじ めの未然防止、 早期発見、 早期対応等の具体的な内容を示すと と も に、 児童生

徒アンケート 、 校内研修、 保護者会等で活用でき る資料を 掲載し ます。  

（ ９ ） 家庭・ 地域と の緊密な連携・ 協力 

教育基本法第 10 条「 父母その他の保護者は、 子の教育について第一義的責任を 有するも ので 

あっ て、 生活のために必要な習慣を 身に付けさ せると と も に、 自立心を育成し 、心身の調和のと

れた発達を図るよ う 努めるも のと する。」 に鑑み、 家庭に対し 、 その保護する児童生徒がいじ め

を 行う こ と のないよう 、 規範意識を 養う ための指導その他の必要な指導を 行う よう 啓発し てい

き ます。  

また、 教育委員会は、 家庭、 地域、 関係機関等の連携が進むよう 、 道徳授業地区公開講座やセ

ーフ ティ 教室の開催等を支援し ます。  

保護者を はじ め区民に広く 、 いじ めの問題やこ の問題への取組についての理解を 深めるべく 、

Ｐ Ｔ Ａ や地域の関係団体等と の連携を 図り ながら 、 法の趣旨及び法に基づく 対応に係る 広報啓

発を 充実し ます。  

 

２  いじ めの早期発見に向けた取組 

区と 教育委員会は、 いじ めはどの学校、 どの子ども にも 起こ り 得ると の認識に立ち、 いじ めの早期

発見に向けた各学校の取組を 支援すると と も に、 児童生徒及び保護者がいじ めについて、 いつでも 相

談するこ と ができ る環境の整備に努めます。  

（ １ ） ふれあい月間の実施 

小中学校において、 児童生徒の友人関係や日頃の教員の指導の在り 方を 見直す機会と し て、 6

月、 11 月、 2 月を「 ふれあい月間」 と 位置付け、 アンケート や面談等を 実施し 、 いじ めの未然防

止、 早期発見、 早期対応に取り 組みます。  

なお、 こ の取組が充実し 、 いじ めが早期に発見さ れ、 早期解決につながるよ う 、 各学校への調

査及び指導の支援を 行う と と も に、 いじ め防止を 呼びかける 横断幕やリ ーフ レ ッ ト 等を 活用し

て保護者や区民へいじ め防止の啓発を 図ると と も に、 いじ め防止に関する情報を提供し ます。  

 （ ２ ） スク ールカ ウンセラ ーの配置 

いじ め等に関する 児童生徒及び保護者の相談等に対応する ため、 スク ールカ ウンセラ ーを 全

ての小中学校に配置し ます。  

 （ ３ ） みなと 子ども 相談ねっ と の開設 

子ども 家庭支援部子ども 家庭支援センタ ーが、区内児童生徒を 対象に、パーソ ナルコ ンピュ ー

タ 、 携帯電話、 スマート フ ォ ン等を利用し た「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 を 平成 26 年 6 月 30 日

より 開始し まし た。 こ れまでの電話、 面接等の相談に加え、 子ども に身近なツ ールを活用し 、 子

ども の困り ごと や不安、 悩みを 24 時間受け付け、 一緒に対策を 考えていき ます。 寄せら れた相

談には、 区と 教育委員会が連携し て問題解決に当たり ます。  

 （ ４ ） 教育相談の充実 

いじ めの早期発見及び早期解決に向け、区立教育センタ ーの来所相談及び電話相談、オンラ イ

ン相談で、児童生徒及び保護者から の相談を 受けると と も に、相談内容に応じ て関係機関等と の

連携を図り ます。  
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 （ ５ ） 相談機関等の周知 

児童生徒及び保護者がいじ めの相談機関を 身近に感じ ら れる よ う 、 年度当初及びふれあい月

間等において、 区の広報紙やチラ シ等を用いて定期的に相談窓口の周知を行います。  

 

３  いじ めの解決に向けた取組 

区と 教育委員会は、 子ども の生命及び心身を 保護するこ と が最優先課題であると いう 認識に立ち 、

いじ めを 受けた子ども に寄り 添う と と も に、各学校の対応が適切に行われるよ う 支援し 、家庭、地域、

関係機関等と の連携によっ ていじ めを 解決し ます。 被害児童生徒、 保護者への支援、 加害児童生徒に

対する指導、 加害児童生徒の保護者に対する助言、 傍観者への指導を 適切に実施でき るよう 、 学校を

支援し てまいり ます。  

 （ １ ） 出席停止制度の適切な運用 

教育委員会は、学校から の報告を 受けて、いじ めを 行っ た児童生徒の保護者に対し て学校教育

法第 35 条第 1 項の規定に基づき 、 当該の児童生徒の出席停止を 命ずる等、 いじ めを 受けた児童

生徒を はじ め、 児童生徒が安心し て教育が受けら れる よう にする ために必要な措置を 速やかに

講じ ます。また、いじ めを 受けた児童生徒の就学校の指定変更や区域外就学等、 様々な対応を 視

野に入れて対応を 検討し ます。  

出席停止の措置を 行う 必要がある場合には、別室での個別指導を行う など、出席停止期間も 児

童生徒の学習権を 保障し 、児童生徒と 保護者への必要な助言等を行う 等、十分な配慮の上で行い

ます。 また、 当該の児童生徒の出席再開については、 個々の事案によっ て状況が違う ため、 いじ

めを 受けた児童生徒と その保護者の心情に寄り 添いながら 判断し てまいり ます。  

 （ ２ ） スク ールソ ーシャ ルワーカ ーの配置 

スクールソーシャルワーカーを各学校に年間４３日配置します。また、学校の要請に応じ て、

スク ールソ ーシャ ルワーカ ーを 家庭等に派遣し て、個別に状況の把握や支援に努め、いじ め解決

後も フ ォ ローアッ プを 行います。  

 （ ３ ） 関係機関等と の連携 

いじ めを 行う 児童生徒に対し て、 学校や家庭において必要な指導を 行っ ているにも 関わら ず、

十分な効果を 上げるこ と が困難な場合には、必要に応じ て、子ども 家庭支援センタ ーや児童相談

所、 警察などの関係機関等と いじ めに係る情報や課題を共有し 、 解決に当たり ます。  

（ ４ ） 四者協議会の活用 

民生児童委員の担当地区ごと に開催さ れる 四者協議会を 活用し 、学校、民生児童委員、子ども

家庭支援センタ ー、児童相談センタ ー等の関係機関が、いじ め防止に関する学校や地域の現状及

び課題について、 情報の共有化を 図ると と も に、 解決に向けた取組について協議を 行います。  

 

４  組織等の設置 

区と 教育委員会は、 いじ め防止に関係する機関と の連携を 図るための協議会や６ （ １ ） に掲げる重

大事態が発生し た場合の調査組織等、 以下の３ つの組織を 設置し ます。  

（ １ ） 港区いじ め問題対策連絡協議会【 法第 14 条第 1 項】  

いじ め防止等に関係する機関等と の連携を 図るため、「 港区いじ め問題対策連絡協議会」 を置 

き ます。 主な所掌事項は次のと おり と し ます。  

・ 港区立学校におけるいじ め防止等のための対策に関する事項 

・ いじ めの防止等に関係する 機関等の連携に関する事項 

・ その他、 いじ め防止等のための対策に関する事項 

 （ ２ ） 港区教育委員会いじ め問題対策会議【 法第 14 条第 3 項】  

「 港区いじ め問題対策連絡協議会」 と の円滑な連携の下に、いじ め防止等のための対策を実効

的に行う よう にするため、 港区教育委員会の附属機関と し て、 弁護士や学識経験者、心理や福祉

の専門家等の専門的な知識及び経験を 有する者から 構成さ れる「 港区教育委員会いじ め問題対

策会議」 を置き ます。 主な所掌事項は次のと おり と し ます。  

・ いじ めの防止等のための調査研究等、 専門的な見地から の審議 
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・ 港区が行う いじ め防止等のための対策の支援 

 （ ３ ） 港区教育委員会いじ め問題調査委員会【 法第 28 条第 1 項】  

学校等から 次に掲げる重大事態の報告があっ た場合は、 重大事態に対処し 、 及び当該重大事

態と 同種の事態の発生の防止に資するため、 速やかに、「 港区教育委員会いじ め問題調査委員

会」 を設置し 、 事実関係を 明確にするための調査を 行います。  

ア いじ めにより 当該学校に在籍する児童生徒の生命、 心身又は財産に重大な被害が生じ た

疑いがあると 認めると き 。  

イ  いじ めによ り 当該学校に在籍する 児童生徒が相当の期間学校を 欠席する こ と を 余儀なく

さ れている疑いがあると 認めると き 。  

なお構成員については当該いじ め事案の関係者と 直接の人間関係又は特別の利害関係を

有し ない者（ 第三者） をも っ て構成し 、 その公平性・ 中立性を 確保し ます。  

（ ４ ） 港区いじ め問題調査委員会【 法第 30 条２ 項】  

区立学校又は「 港区教育委員会いじ め問題調査委員会」 が行っ た調査に対し て、 必要がある

場合は、 専門的な知識又は経験を 有する第三者等による附属機関と し て「 港区いじ め問題調査

委員会」 を設置し 、 事実関係を 明確にするための調査を行います。  

なお構成員については当該いじ め事案の関係者と 直接の人間関係又は特別の利害関係を 有し  

ない者（ 第三者） かつ弁護士や医師、 学識経験者、 心理や福祉の専門家等の専門的な知識を 有

する 者を も っ て構成し 、 その公平性・ 中立性を 確保し ます。  

 

５  学校における取組 

（ １ ） 学校いじ め防止基本方針の策定 

学校は、 法第１ ３ 条に基づき 、国の基本方針及び区の基本方針を 参酌し 、当該学校の実情に応

じ 、「 学校いじ め防止基本方針」（ 以下「 学校の基本方針」 と いう 。） を 定めます。  

学校の基本方針には、 いじ めの未然防止のための取組、 早期発見・ 即時対応のあり 方、 教育相

談体制、 生活指導体制、 校内研修、 保護者や地域等と の連携などの事項を定めるなど、 いじ めの

防止等全体に係る 内容と し ます。  

また、策定し た学校の基本方針については、 学校のホームページ等で公開する と と も に、定期

的な取組状況の点検と 必要に応じ た見直し を 行います。  

 （ ２ ） いじ めの防止等の対策のための組織の設置 

学校は、法第２ ２ 条に基づき 、当該学校におけるいじ めの防止等に関する措置を 実効的に行う

ため、当該学校の複数の教職員、 心理、 福祉等に関する専門的な知識を 有する者その他の関係者

によ り 構成さ れる「 学校におけるいじ めの防止等の対策のための組織」（ 以下「 学校いじ め対策

委員会」 と いう 。） を 設置し ます。  

また、学校がいじ めの事実確認を 行う 場合は、本組織を主体と し 、必要な構成員を 加え実施す

るこ と ができ ます。  

なお、日頃から いじ めの問題等、生活指導上の課題に対応するための組織と し て位置付けてい

る「 生活指導部会」 等、 既存の組織を 活用するこ と ができ ます。  

 （ ３ ） 学校いじ め対策委員会の役割 

学校いじ め対策委員会の役割は、 以下の４ 点のと おり です。  

① 学校基本方針に基づく 取組の実施や具体的な年間計画の作成・ 実行・ 検証・ 改善（ Ｐ Ｄ Ｃ

Ａ サイ ク ル） の際に中核と なる役割 

② いじ めの相談・ 通報の窓口と し ての役割 

③ いじ めの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報の収集と 記録、 共有を 行

う 役割 

④ いじ めの疑いに係る情報があっ た場合には、 情報の迅速な共有、 関係のある児童生徒への

事実関係の聴取、 指導や支援の体制・ 対応方針の決定、 保護者と の連携等の対応を 組織的

に実施する役割 

などが挙げら れます。  
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 （ ４ ） 学校におけるいじ めの防止に関する取組 

学校におけるいじ めの防止に関する取組は、 以下の４ 点の柱に基づいて行う も のと し ます。  

① 未然防止 

・ 「 いじ めは絶対に許さ れない」 「 いじ めに対し て傍観者になら ない」 と いう 雰囲気の学

校全体への醸成 

・ 道徳教育及び人権教育の充実、 読書活動・ 体験活動などの推進等による、 いじ めに向か

わない態度・ 能力の育成 

・ 学級活動や児童会（ 生徒会） 活動などで、 児童生徒自ら がいじ めに関する課題に対し 、

主体的に考える機会の設定 

・ 校内研修の充実等を 通じ た教職員の資質の向上 

・ 児童・ 生徒及び保護者を 対象と し たいじ め（ ネッ ト 上のいじ めも 含む。 ） 防止のための

啓発活動の推進 

・ 家庭訪問、 電話連絡、 学校だより などを 通じ た家庭と の緊密な連携・ 協力 

② 早期発見 

・ 定期的なアンケート 調査、 教育相談の実施等による早期のいじ めの実態把握及び児童生

徒がいじ めを 訴えやすい体制の整備 

・ 保健室、 相談室等の利用及び電話相談窓口の周知等による相談体制の整備 

・ 教職員全体によるいじ めに関する情報の共有          

③ 早期対応 

・ いじ めを発見し た場合に特定の教職員が一人で抱え込まない速やかな組織的な対応 

・ いじ めら れた児童生徒及びいじ めを 知ら せてき た児童生徒の安全の確保 

・ いじ めら れた児童生徒が落ち着いて教育を受けら れる環境の確保 

・ 学校いじ め対策委員会等を 活用し 、 いじ めの事実確認と 原因究明 

・ 教育的配慮の下、 毅然と し た態度による いじ めた児童生徒への指導 

・ いじ めを見ていた児童生徒が自分の問題と し て捉えら れるよう にする指導 

・ いじ めら れた児童生徒の保護者に対する 、 心理的スト レ スの軽減につなげるための支援 

・ いじ めた児童生徒の保護者に対する、 家庭での指導に関する助言 

・ 保護者会の開催などによる 保護者と の情報共有 

・ 関係機関、 専門家等と の相談・ 連携 

・ いじ めが犯罪行為と し て取り 扱われる懸念がある事案についての警察と の相談 

④ 重大事態への対応 

・ いじ めら れた児童生徒の生命及び安全の確保 

・ いじ めら れた児童生徒が落ち着いて教育を受けら れる環境の確保 

・ 関係機関、 専門家等と の相談・ 連携 

・ いじ めが犯罪行為と し て取り 扱われるべき と 認めら れる事案についての警察と の連携 

・ 重大事態に係る事実関係を 明確にするための調査の実施又は区が行う 調査への協力 

・ 重大事態発生についての教育委員会への報告 

などが挙げら れます。  

（ ５ ） いじ めの「 解消」 の判断 

いじ めが「 解消し ている」 状態と は、少なく と も 次の２ つの要件が満たさ れている必要があり

ます。 ただし 、 こ れら の要件が満たさ れている場合であっ ても 、 必要に応じ 、 他の事情も 勘案し

て判断するも のと し ます。  

○ いじ めに係る行為が止んでいるこ と  

被害者に対する心理的又は物理的な影響を 与える行為（ イ ンタ ーネッ ト を通じ て行われる

も のを含む。 ） が止んでいる状態が相当の期間継続し ているこ と 。 こ の相当の期間と は、 少

なく と も ３ か月を 目安と し ます。 ただし 、 いじ めの被害の重大性から さ ら に長期の期間が必

要であると 判断さ れる場合は、 こ の目安にかかわら ず、 教育委員会又は学校の判断により 、

より 長期の期間を 設定し ます。  
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○ 被害者が心身の苦痛を 感じ ていないこ と  

いじ めが解消し ているかどう かを 判断する時点において、被害者がいじ めの行為により 心

身の苦痛を感じ ていないと 認めら れるこ と 。 被害者本人及びその保護者に対し 、 心身の苦痛

を 感じ ていないかどう かを 面談等により 確認し ます。  

学校は、 いじ めが解消に至っ ていない段階では、 被害者の立場に立っ て、 心に寄り 添い、

守り 通し 、 その安全・ 安心を 確保する責任を有し ます。 「 解消し ている状態」 に至っ た場合

でも 、 いじ めが再発する可能性が十分にあり 得るこ と を踏まえ、 学校の教職員は、 当該いじ

めの被害児童生徒及び加害児童生徒については、日常的に注意深く 観察する必要があり ます。 

（ ６ ）  学校と し て特に配慮が必要な児童生徒への対応 

① 発達障害を含む、 障害のある児童生徒がかかわるいじ めについては、 教職員が個々の児童

生徒の障害の特性への理解を 深めると と も に、 個別の教育支援計画や個別の指導計画を活

用し た情報共有を 行いつつ、 当該児童生徒のニーズや特性を踏まえた適切な指導及び必要

な支援を 行います。  

② 海外から 帰国し た児童生徒や外国人の児童生徒、 国際結婚の保護者を持つなどの外国につ

ながる児童生徒は、 言語や文化の違いから 、 学校での学びにおいて困難を抱える場合も 多

いこ と に留意し 、それら の違いから いじ めが発生するこ と がないよう 、教職員、児童生徒、

保護者等の外国人児童生徒等に対する理解を 促進すると と も に、 学校全体で注意深く 見守

り 、 必要な支援を行います。 また、 外国人児童生徒が国籍をおく 国の情勢や、 日本と の関

係により 、 不当な差別的言動が起こ ら ないよう 適切な指導を行います。  

③ 性同一性障害や性的指向・ 性自認に係る児童生徒に対するいじ めを 防止するため、 性同一

性障害や性的指向・ 性自認について、 教職員への正し い理解の促進や、 学校と し て必要な

対応について周知し ます。  

④ 新型コ ロナウイ ルス感染症など、 感染症に罹患し た児童生徒及び、 罹患し た家族がいる児

童生徒については、 被災児童生徒が受けた心身への多大な影響や不安感等を 教職員が十分

に理解し 、 当該児童生徒に対する心のケアを適切に行い、 細心の注意を 払いながら 、 当該

児童生徒に対するいじ めの未然防止・ 早期発見に取り 組みます。  

（ ７ ） 学校評議員制度・ 学校運営協議会制度の活用  

保護者や地域住民、 学識経験者が学校運営に参画する「 学校評議員制度」 や、 学校と 地域住民

等が力を 合わせて学校の運営に取り 組む「 学校運営協議会制度」 を 活用し 、いじ めの問題など、

学校が抱える課題を共有し 、 地域ぐ るみで解決する仕組みづく り を 推進し ます。  

 

６  重大事態への対応 

いじ めにより 児童生徒の生命や財産が脅かさ れる等の重大事態の発生は、何と し ても 防がなければ

なり ません。 重大事態は、 事実関係が確定し た段階で重大事態と し ての対応を 開始するのではなく 、

「 疑い」 が生じ た段階で調査を開始し なければなり ません。 被害児童生徒や保護者から いじ めら れて

重大事態に至っ たと いう 申立があっ たと き は、 重大事態が発生し たも のと し て報告・ 調査等に当たり

ます。 教育委員会は、 いじ めを受けた児童生徒と その家族に寄り 添う と と も に、 重大事態の原因等の

究明及び解決に向けて全力で取り 組みます。  

 （ １ ） 重大事態の報告 

学校は、次に掲げる重大事態が発生し たと 判断し た場合には、速やかに教育委員会に報告し ま

す。 報告を受けた教育委員会は、 重大事態の発生を 区長に報告し ます。  

① いじ めにより 当該学校に在籍する児童生徒の生命、 心身又は財産に重大な被害が生じ た

疑いがあると 認めると き 。  

② いじ めにより 当該学校に在籍する児童生徒が相当の期間学校を 欠席するこ と を 余儀なく

さ れている疑いがあると 認めると き 。  

（ ２ ） 調査の趣旨及び調査主体 

重大事態の調査は、重大事態に対処すると と も に、同種の事態の発生の防止に資するために行

います。  
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調査主体は、 教育委員会が主体と なる場合と 学校が主体と なる場合があり 、 教育委員会が調

査主体を 判断し ます。 なお、 学校が調査主体と なる場合であっ ても 、 法第２ ８ 条第３ 項に基づ

き 、 教育委員会は調査を実施する学校に対し て必要な指導及び人的措置も 含めた適切な支援を

行います。  

調査を 開始する前に、 被害者・ 保護者に対し 、 以下の６ 点について丁寧に説明し ます。  

① 調査の目的・ 目標 

② 調査主体（ 組織の構成、 人選）  

③ 調査時期・ 期間（ スケジュ ール、 定期報告）  

④ 調査事項・ 調査対象 

⑤ 調査方法 

⑥ 調査結果の提供 

被害者等の意向を 踏まえた調査と し ます。 その際、特に、⑥の調査結果の提供の方法について

は、どのよう な情報を、どのよ う な形式で被害者・ 保護者に提供するのかを 説明し ます。ただし 、

個人情報については、港区個人情報保護条例等により 、提供でき ない場合があるこ と などについ

ても 説明し ていき ます。  

 （ ３ ） 調査の実施 

学校又は教育委員会に設ける調査組織において、 質問票の使用その他の適切な方法により 当

該重大事態に係る 事実関係を 明確にするための調査を 行います。  

 （ ４ ） 調査結果の提供及び報告 

学校又は教育委員会は、いじ めを 受けた児童生徒やその保護者に対し て、調査によ っ て明ら か

になっ た事実関係について、 いじ めを 受けた児童生徒やその保護者及び区長に以下の４ 点につ

いて報告し ます。  

① 教育委員会において議題と し 、 総合教育会議において議題と し て取り 扱う こ と も あわせて

検討する。  

② 被害児童生徒・ 保護者は、 調査結果に係る所見を まと めた文書を 、 地方公共団体の長に対

する報告に添えるこ と ができ る。  

③ 調査結果を公表する場合、 公表の仕方及び公表内容を 被害児童生徒・ 保護者と 確認する 。  

④ 教育委員会及び学校は、 被害児童生徒・ 保護者に説明し た方針に沿っ て、 加害児童生徒及

びその保護者に対し ていじ めの事実関係について説明を 行う 。 なお、 学校が調査主体と な

っ た場合は、 区長への報告は教育委員会を 通じ て行います。  

⑤ こ れら の情報の提供に当たっ ては、 学校又は教育委員会は、 他の児童生徒のプラ イ バシー

に配慮するなど、 関係者の個人情報に十分配慮し 、 適切に提供し ます。  

（ ５ ） 調査結果の説明・ 公表及び個人情報の保護 

調査結果における情報について、個別の情報が個人情報に該当するか否かは、港区個人情報保

護条例等に照ら し て適切に判断し ます。教育委員会及び学校と し て、港区個人情報保護条例等に

照ら し て不開示と する部分を 除いた部分を 適切に整理し て開示し ます。  

（ ６ ） 調査結果を 踏まえた対応 

調査結果において、 いじ めが認定さ れた場合、 加害者に対し て、 個別に指導を 行い、 いじ めの

非に気付かせ、被害児童生徒への謝罪の気持ちを醸成さ せます。加害児童生徒に対する指導等を

行う 場合は、 その保護者に協力を 依頼し ながら 行います。 また、 教育委員会及び学校におけるい

じ め事案への対応において、 法律や基本方針等に照ら し て、 重大な過失等が指摘さ れている場

合、 教育委員会は、 教職員に対する聴き 取り を行っ た上で客観的に事実関係を 把握し 、教職員の

懲戒処分等にかかる報告を 東京都教育委員会に行います。  

（ ７ ） 港区いじ め問題調査委員会による再調査 

再調査を 行う 必要があると 考えら れる場合については、 次の４ 点です。  

① 調査時には知り 得なかっ た新し い重要な事実が判明し た又は新し い重要な事実が判明し た

も のの十分な調査が尽く さ れていない。  

② 事前に被害者・ 保護者と 確認し た調査事項について、 十分な調査が尽く さ れていない。  
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③ 学校の設置者及び学校の対応について十分な調査が尽く さ れていない。  

④ 調査委員の人選の公平性・ 中立性について疑義がある。  

ただし 、 上記①～④の場合であっ ても 、港区いじ め問題調査委員会による再調査ではなく 、 港

区教育委員会いじ め問題調査委員会において、 追加調査や構成員を 変更し た上での調査を 行う

こ と も あり ます。  

 

７  取組の評価・ 改善 

区と 教育委員会は、 各学校のいじ め防止の取組が適切に行われるよう 、 学校評価の結果等を 元に指

導すると と も に、 区のいじ め防止の取組を 定期的に評価・ 改善し ます。  

（ １ ） いじ め防止の取組が的確に評価さ れ、 充実・ 改善さ れるよう 、 各学校の実施する学校評価に、

いじ め防止等のための取組状況（ アンケート 、 個人面談、 校内研修等の実施状況） を 共通の項

目と し て設定し ます。  

（ ２ ） 教育委員会は、いじ めの有無やその多寡のみを 評価するのではなく 、教職員による 日常の児童

生徒理解、 未然防止や早期発見、 いじ めが発生し た際の迅速かつ適切な情報共有や組織的な

対応等が評価さ れるこ と を 教職員に周知徹底し ます。  

（ ３ ） 教育委員会は、 各学校のいじ め防止の取組を 進める上で、 学校運営の改善が図ら れるよう 、 学

校訪問や第三者評価委員による外部評価を 活用し 、 校長等への指導・ 助言を 行います。  

（ ４ ） 区及び教育委員会は、各学校の評価結果を分析する と と も に、いじ め防止対策の課題や課題解

決に向けた取組について協議し 、ホームページ等で公開し ます。また、区の基本方針について

も 、 評価、 修正、 改善をし ていき ます。  
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令和４ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の報告について 

 

 

１  スケジュ ール及び内容について 

（ １ ） 令和４ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会 

日 時  令和４ 年５ 月１ ７ 日（ 火） 午前１ ０ 時から １ １ 時まで 

会 場  港区役所 ９ 階 会議室 

 

議  事（ 報告事項）  

① 令和４ 年度港区いじ め防止基本方針の具体的な取組について 

② 令和３ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の報告について 

③ 令和４ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施予定について 

④ 関係部署におけるいじ め防止対策について 

（ 令和３ 年度の取組報告及び令和４ 年度の取組予定）  

⑤ いじ めに関する現状について 

⑥ 学校における取組について 

⑦ 「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 の取組に関する報告について 

⑧ 令和４ 年度港区青少年健全育成活動方針について 

  

資料 ２ 
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（ ２ ） 令和４ 年度港区教育委員会いじ め問題対策会議 

【 第１ 回】  

日 時  令和４ 年６ 月２ ８ 日（ 火） 午前１ ０ 時から １ １ 時まで 

会 場  港区立教育センタ ー４ 階 研修室１ ・ ２  

    

議  事（ 報告事項）  

① 令和３ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施について 

② 令和３ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の報告について 

③ 令和４ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施予定について 

④ 令和４ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会の報告について 

⑤ いじ めに関する現状について 

⑥ 学校における取組（ 協議会の報告を 受けて） について 

⑦ 「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 の取組に関する報告について 

⑧ 令和４ 年度港区青少年健全育成活動方針について 

 

  【 第２ 回】  

   日 時  令和４ 年１ １ 月１ １ 日（ 金） 午前１ ０ 時から １ １ 時まで 

   会 場  港区立教育センタ ー ４ 階 研修室１ ・ ２  

    

議  事（ 報告事項）  

①  いじ めに関する現状について学校で起き たいじ めの事例について 

②  学校で起き たいじ めの事例について 

③  情報モラ ルに関する実態調査の結果について 

④  ２ 学期における学校のいじ めへの対応について 

⑤  令和４ 年度「 子ども の権利」 と「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 に関する認知 

度調査結果（ 速報値） について  

 

 【 第３ 回】  

  日 時  令和５ 年２ 月３ 日（ 金）  

  会 場  港区立教育センタ ー ４ 階 研修室１ ・ ２  

   

議  事（ 報告事項）  

①  いじ めに関する現状について 

②  学校で起き たいじ めの事例について 

③  ３ 学期における学校のいじ めへの対応について 

④  令和４ 年度「 子ども の権利」 及び「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 に関する認 

知度調査結果について 

⑤  生徒指導提要の改訂について 

 

  



3 

２  構成員について 

（ １ ） 令和４ 年度 港区いじ め問題対策連絡協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野 構成員 

港 区 

港区教育委員会 

区 長（会長）   武井 雅昭 

副区長（副会長）  青木 康平 

教育長（副会長） 浦田 幹男 

保健福祉支援部長   湯川 康生 

みなと保健所長 太田 留奈 

子ども家庭支援部長  中島 博子 

総務部長 新宮 弘章 

学校教育部長 上村 隆 

子ども家庭課長  白井 隆司 

子ども家庭支援センター所長  安達 佳子 

教育指導担当課長 篠﨑 玲子 

学 校 

区立小学校長会長（白金小学校長） 吉野 達雄 

区立中学校長会長（青山中学校長） 中田 和直 

区内私立中学校長代表者（広尾学園中学校校長） 南風原 朝和 

港区児童相談所 所長 田﨑 みどり 

ＰＴＡ 
港区立白金小学校ＰＴＡ会長 伊藤 光一 

港区立青山中学校ＰＴＡ会長 関本 造明 

人権擁護委員 子ども人権委員 小林 元子 

民生・児童委員 民生委員・児童委員連絡協議会長 野尻 三重子 

青少年委員 会長   寺西 伸政 

主任児童委員 部会長 宇野 宏 

医 学 医師  武石 恭一 

 

 

警 察 

 

 

愛宕警察署長 江口 博行 

三田警察署長 鈴木 秀樹 

高輪警察署長 古川 嘉長 

麻布警察署長 小池 康弘 

赤坂警察署長 太田 一豊 

東京湾岸警察署長 村元 千惠子 
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（ ２ ） 令和４ 年度 港区教育委員会いじ め問題対策会議 

 【 オブザーバー】  

  〇管理課長は、 毎回１ ～２ 名ずつ参加いただく 。  

 

（ ３ ） 令和４ 年度 港区教育委員会いじ め問題調査委員会 

 

分野 構成員 

港 区 

港区教育委員会 

教育長（会長） 浦田 幹男 

総務部長（副会長） 新宮 弘章 

学校教育部長（副会長） 上村 隆 

子ども家庭課長  白井 隆司 

子ども家庭支援センター所長  安達 佳子 

人権・男女平等参画担当課長 藤咲 絢介 

教育指導担当課長 篠﨑 玲子 

学 校 
区立小学校長会副会長（南山小学校長） 難波 明夫 

区立中学校長会副会長（お台場学園港陽中学校長） 大島 一浩 

学識経験者 明治学院大学 教授 小野 昌彦 

医 学 医師 武石 恭一 

心 理 教育センター相談員 林 もも子 

福 祉 スクールソーシャルワーカー 淵上 規后子 

法 律 学校法律相談弁護士 面川 典子 

 

 

警 察 

 

 

愛宕警察署生活安全課長 河合 伸彦 

三田警察署生活安全課長 新保 謙治 

高輪警察署生活安全課長 二本柳 欣也 

麻布警察署生活安全課長 木下 忠之 

赤坂警察署生活安全課長 後藤 義英 

東京湾岸警察署生活安全課長 清水 義和 

港 区 

芝地区総合支所管理課長 鈴木 健 

麻布地区総合支所管理課長 櫻庭 靖之 

赤坂地区総合支所管理課長 重富 敦 

高輪地区総合支所管理課長 沼倉 賢司 

芝浦港南地区総合支所管理課長 増田 裕士 

区内私立学校代表 広尾学園中学校副校長 金子 暁 

児童相談所 児童相談課児童福祉係長 小野寺 芳真 

分野 構成員 

学識経験者 明治学院大学 教授 小野 昌彦 

医 学 医師 武石 恭一 

心 理 教育センター相談員 林 もも子 

福 祉 スクールソーシャルワーカー 淵上 規后子 

法 律 学校法律相談弁護士 面川 典子 
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令和５ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施予定について 

 

 

１  スケジュ ール及び内容について 

（ １ ） 令和５ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会 

日 時  令和５ 年５ 月１ ６ 日（ 火） 午前１ ０ 時から １ １ 時まで 

会 場  港区役所 ９ 階 会議室 

 

議 事 

① 令和５ 年度港区いじ め防止基本方針の具体的な取組について 

② 令和４ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の報告について 

③ 令和５ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施予定について 

④ 関係部署におけるいじ め防止対策について 

（ 令和４ 年度の取組報告及び令和５ 年度の取組予定）  

⑤ いじ めに関する現状について 

⑥ 学校における取組について 

⑦ 「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 の取組に関する報告について 

⑧ 令和５ 年度港区青少年健全育成活動方針について 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料 ３ 
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（ ２ ） 令和５ 年度港区教育委員会いじ め問題対策会議 

【 第１ 回】  

日 時 令和５ 年６ 月２ ７ 日（ 火）  午前１ ０ 時 

会 場 港区立教育センタ ー ( 虎ノ 門３ －６ －９ )  

内 容 ① 会長あいさ つ 

  ② 委員紹介 

  ③ 議事 

   ア 令和５ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会の報告 

( ５ 月１ ６ 日に開催)  

   イ  令和５ 年度港区教育委員会いじ め問題対策会議運営方法に 

ついて 

  ・ 組織について 

  ・ 年間スケジュ ールについて 

ウ 令和４ 年度ふれあい月間の報告について 

   エ 各機関から の情報提供 

  ④  意見交換 

 

  【 第２ 回】  

日 時 令和５ 年１ １ 月１ ０ 日（ 金） 午前１ ０ 時 

会 場 港区立教育センタ ー ( 虎ノ 門３ －６ －９ )  

内 容 ① 会長あいさ つ 

  ② 議事 

   ア いじ めに関する現状について( ４ 月から ６ 月の件数及び傾向)  

   イ  いじ めの校内委員会の実施状況について 

   ウ ２ 学期における学校のいじ めの現状、 事例等について 

  ③  意見交換 

 

 【 第３ 回】  

日 時 令和６ 年２ 月２ 日（ 金） 午前１ ０ 時 

会 場 港区立教育センタ ー ( 虎ノ 門３ －６ －９ )  

内 容 ① 会長あいさ つ 

  ② 議事 

   ア いじ めに関する現状について( ７ 月から １ １ 月の件数及び傾向)  

   イ  いじ めの校内委員会の実施状況について 

   ウ ３ 学期における学校のいじ めの現状、 事例等について 

  ③  意見交換 
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２  構成員について （ ※印は今年度から の委員）  

（ １ ） 令和５ 年度 港区いじ め問題対策連絡協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野 構成員 

港 区 

港区教育委員会 

区 長（会長）   武井 雅昭 

副区長（副会長）  青木 康平 

教育長（副会長） 浦田 幹男 

保健福祉支援部長   山本 睦美※ 

みなと保健所長 笠松 恒司※ 

子ども家庭支援部長  中島 博子 

総務部長 湯川 康生※ 

学校教育部長 吉野 達雄※ 

子ども若者支援課長  矢ノ目 真展※ 

子ども家庭支援センター所長  石原 輝章※ 

教育指導担当課長 篠﨑 玲子 

学 校 

区立小学校長会長（白金小学校長） 髙山 直也※ 

区立中学校長会長（港南中学校長） 佐々木 希久子※ 

区内私立中学校長代表者（広尾学園中学校校長） 南風原 朝和 

児童相談所 所長 田﨑 みどり 

ＰＴＡ 
港区立青南小学校ＰＴＡ会長 加藤 なぎさ※ 

港区立高陵中学校ＰＴＡ会長 井上 毅※ 

人権擁護委員 子ども人権委員 菊地 まゆみ※ 

民生・児童委員 民生委員・児童委員連絡協議会長 田中 泉※ 

青少年委員 会長 芝 耕太郎※ 

主任児童委員 部会長 河野 奈穂美※ 

医 学 医師 武石 恭一 

 

 

警 察 

 

 

愛宕警察署長 鈴木 俊明※ 

三田警察署長 大石 光泰※ 

高輪警察署長 古川 嘉長 

麻布警察署長 小池 康弘 

赤坂警察署長 太田 一豊 

東京湾岸警察署長 佐藤 政延※ 
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（ ２ ） 令和５ 年度 港区教育委員会いじ め問題対策会議 

 【 オブザーバー】  

  〇管理課長は、 毎回１ ～２ 名ずつ参加いただく 。  

（ ３ ） 令和５ 年度 港区教育委員会いじ め問題調査委員会 

 

分野 構成員 

港 区 

港区教育委員会 

教育長（会長） 浦田 幹男 

総務部長（副会長） 湯川 康生※ 

学校教育部長（副会長） 吉野 達雄※ 

子ども若者支援課長  矢ノ目 真展※ 

子ども家庭支援センター所長  石原 輝章※ 

人権・男女平等参画担当課長 藤咲 絢介 

教育指導担当課長 篠﨑 玲子 

学 校 
区立小学校長会副会長（御田小学校長） 齋藤 恵※ 

区立中学校長会副会長（お台場学園港陽中学校長） 大島 一浩 

学識経験者 明治学院大学 教授 小野 昌彦 

医 学 医師 武石 恭一 

心 理 教育センター相談員 佐藤 静※ 

福 祉 スクールソーシャルワーカー 淵上 規后子 

法 律 学校法律相談弁護士 牧山 美香※ 

 

 

警 察 

 

 

愛宕警察署生活安全課長 佐藤 淳也※ 

三田警察署生活安全課長 黒木 健次※ 

高輪警察署生活安全課長 近 将※ 

麻布警察署生活安全課長 木下 忠之 

赤坂警察署生活安全課長 小池 一嘉※ 

東京湾岸警察署生活安全課長 清水 義和 

分野 構成員 

港 区 

芝地区総合支所管理課長 小野口 敬一※ 

麻布地区総合支所管理課長 佐々木 貴浩※ 

赤坂地区総合支所管理課長 重富 敦 

高輪地区総合支所管理課長 桜庭 靖之※ 

芝浦港南地区総合支所管理課長 金田 耕治郎※ 

区内私立学校代表 広尾学園中学校副校長 金子 暁 

児童相談所 児童相談課児童福祉係長 小野寺 芳真 

分野 構成員 

学識経験者 明治学院大学 教授 小野 昌彦 

医 学 医師 武石 恭一 

心 理 教育センター相談員 佐藤 静※ 

福 祉 スクールソーシャルワーカー 淵上 規后子 

法 律 学校法律相談弁護士 牧山 美香※ 



 

 

 

関係部署におけるいじ め防止対策について 

（ 令和４ 年度の取組報告及び令和５ 年度の取組予定）  

 

１  令和４ 年度の取組 

（ １ ） 教育人事企画課 

・ 学校生活アンケート の実施 

・ 学習者用タ ブレッ ト 端末を利用し た心理検査（ ＷＥ Ｂ Ｑ Ｕ ） の実施 

・ ふれあい（ いじ め防止強化） 月間の実施 

・ 電話相談等の周知の充実 ・ オンラ イ ン教育相談の推進 

・ 都費及び区費スク ールカ ウンセラ ーによる小学校４ ・ ５ 学年、 中学校１ ・ ２ 学年の全員面接

の実施 

 

（ ２ ） 子ども 家庭支援センタ ー 

・ 子ども の権利についての啓発活動 ・ いじ め・ 児童虐待防止キャ ンペーン 

・ 要保護児童対策地域協議会    ・ 子ども が相談し やすい体制の充実 

・ みなと 子ども 相談ねっ と  

 

（ ３ ） 子ども 家庭課（ 令和５ 年度より 「 子ども 若者支援課」）  

・ 港区青少年健全育成活動方針策定 

・ 児童館・ 学童ク ラ ブ等での子ども や保護者が相談し やすい体制の充実 

・ 児童館・ 学童ク ラ ブ等と 学校や子ども 家庭支援センタ ーと の連携・ 情報共有 

 

 （ ４ ） 人権・ 男女平等参画担当 

・ 子ども 向け人権啓発冊子配布 ・ 人権の花運動 ・ 人権啓発パネル展  

・ 人権メ ッ セージ ・ 子ども 人権 SOSミ ニレタ ー ・ 人権作文コ ンテスト  

・ 広報みなと 「 人権コ ラ ム」 の掲載 

 

（ ５ ） 健康推進課 

・ 精神保健福祉相談（ 来所・ 訪問・ 予約制）  

・ 思春期こ こ ろのケアネッ ト ワーク 会議 

・ 精神保健福祉講演会（ 思春期講演会）  

 

（ ６ ） 障害者福祉課 

・ 障害者週間記念事業、 障害者週間ポスタ ー原画作品展 

・ 啓発マンガ「 みなと も 」 障害者差別解消事例集の作成、 配布 

・ 手話を知ろ う ！～みんながも っ と つながるために～の作成、 配布 

 

２  令和５ 年度の主な取組予定 

・ 学校生活アンケート の実施 

・ 学習者用タ ブレッ ト 端末を利用し た心理検査（ ＷＥ Ｂ Ｑ Ｕ ） の実施 

・ いじ め、 児童虐待防止キャ ンペーンの工夫 ( イ ベント の開催)  

・ 障害者の権利擁護の推進  

・ 港区青少年健全育成活動の推進 

・ 学級経営支援講師の配置【 新規追加】  

資料 ４ 
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いじ めに関する現状について 

 

１  港区立小・ 中学校におけるいじ めの推移 

港区が独自に実施し た「 令和４ 年度いじ め・ 不登校調査」 の結果について報告し ま

す。 なお、 調査は「 令和４ 年度児童生徒の問題行動・ 不登校等生徒指導上の諸課題に

関する調査」（ 文部科学省） を参考にし ています。  

  ※令和４ 年度は、 暫定値 

 小学校 中学校 

 港区 全国 港区 全国 

全児童数 件数 

発生率

（％） 

全児童数 件数 

発生率

（％） 

全生徒数 件数 

発生率

（％） 

全生徒数 件数 

発生率

（％） 

平成２１年度 6,184 21 0.33 7,063,606 34,766  0.49 1,688 9 0.53 3,612,747 32,111  0.89 

平成２２年度 6,373 15 0.23 6,993,376 36,909  0.53 1,693 17 1.00 3,572,652 33,323  0.93 

平成２３年度 6,496 17 0.26 6,887,292 33,124  0.48 1,743 6 0.34 3,589,774 30,749  0.86 

平成２４年度 6,586 24 0.36 6,764,619 117,384  1.74 1,830 9 0.49 3,569,010 63,634  1.78 

平成２５年度 6,803 23 0.33 6,676,920 118,748  1.78 1,863 13 0.69 3,552,455 55,248  1.56 

平成２６年度 7,224 12 0.16 6,600,006 122,734  1.86 1,897 16 0.84 3,520,730 52,971  1.50 

平成２７年度 7,615 20 0.26 6,543,104 151,692  2.32 1,847 12 0.63 3,481,839 59,502  1.70 

平成２８年度 8,014 18 0.22 6,491,834 237,256  3.65 1,874 6 0.32 3,426,962 71,309  2.08 

平成２９年度 8,603 31 0.36 6,463,416 317,121 4.91 1,973 9 0.45 3,357,435 80,424 2.40 

平成３０年度 9,116 42 0.46 6,451,187 425,844 6.60 1,991 21 1.05 3,279,186 97,704 2.98 

令和元年度 9,423 65 0.68 6,395,842 484,545 7.58 2,003 19 0.94 3,248,093 102,738 3.16 

令和２年度 9,836 49 0.49 6,329,278 420,897 6.65 2,053 7 0.34 3,248,072 80,877 2.49 

令和３年度 10,161 77 0.76 6,262,256 500,562 7.99 2,180 7 0.32 3,266,896 97,937 3.00 

令和４年度 10,334 183 1.77    2,193 17 0.77    

[注]発生率（％）＝（認知件数／全児童生徒数）×100 により算出 

[注]港区データは港区独自の調査の結果より抜粋 

[注]全国データは「令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（文部科学省）の 

[注]結果より抜粋 

 ※小・ 中学校のいじ めの認知件数は２ ０ ０ 件（ 前年度８ ４ 件） と なり 、 前年度に比べ１ １ ６ 件増加し

まし た。 増加の要因と し て、 ３ 点挙げら れます。 １ 点目は、 各学校が保護者に対し ていじ めの対応

等を 丁寧に周知し ていっ たこ と 。 ２ 点目は、 教員の子ども の様子を 見取る力（ いじ めの認知力） が

高まっ たこ と 。 ３ 点目は、 小学校において、 学習規律の維持ができ ず、 学級経営が困難と なっ た学

校があっ たこ と が考えら れます。  

資料 ５ 取扱注意 
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２  令和４ 年度のいじ め調査結果 

港区が独自に実施し た「 令和４ 年度いじ め・ 不登校調査」 のいじ め調査の結果は以下

のと おり です。  

（ １ ） 件数 

 １ 年生 ２ 年生 ３ 年生 ４ 年生 ５ 年生 ６ 年生 合計 

小学校 ３ ６ 件 ３ ４ 件 ２ ６ 件 ２ ６ 件 ３ ０ 件 ３ １ 件 １ ８ ３ 件 

中学校 ４ 件 ８ 件 ５ 件    １ ７ 件 

 

（ ２ ） 発覚のき っ かけ   

 小学校 中学校 合計 

令和３ 年度 令和４ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 

本人による報告 
( アンケート を含む)  

２ ５ 件 ５ ９ 件 １ 件 ３ 件 ２ ６ 件 ６ ２ 件 

保護者から の訴え ３ ２ 件 ９ ２ 件 ２ 件 １ 件 ３ ４ 件 ９ ３ 件 

教員による発見 １ ６ 件 ２ ６ 件 ４ 件 ８ 件 ２ ０ 件 ３ ４ 件 

他の児童・ 生徒情報 ３ 件 ５ 件 ０ 件 ５ 件 ３ 件 １ ０ 件 

その他 １ 件 １ 件 ０ 件 ０ 件 １ 件 １ 件 

 

（ ３ ） 様態    ※複数回答あり  

 小学校 中学校 合計 

令和３ 年度 令和４ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 

悪口や嫌なこ と を 言われる  
( から かい、 ちょ っ かいを 含む)  ６ ３ 件 １ ３ ２ 件 ６ 件 １ １ 件 ６ ９ 件 ６ ９ 件 

仲間はずれ、 無視 １ ７ 件 ３ ４ 件 ０ 件 ４ 件 １ ７ 件 １ ７ 件 

軽い接触 ２ １ 件 ５ ４ 件 ０ 件 ３ 件 ２ １ 件 ２ １ 件 

強い接触 １ １ 件 ２ ０ 件 １ 件 １ 件 １ ２ 件 １ ２ 件 

金品のたかり  １ 件 ５ 件 １ 件 １ 件 ２ 件 ２ 件 

物品へのいたずら  ７ 件 ２ １ 件 ０ 件 ０ 件 ７ 件 ７ 件 

嫌なこ と を 強要 ２ 件 １ １ 件 ０ 件 １ 件 ２ 件 ２ 件 

ネッ ト 関連でのいたずら  ３ 件 ４ 件 ２ 件 ４ 件 ５ 件 ５ 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１　学級数及び園児・児童・生徒数（総括表）

学 級 数
（ 学級）

在 籍 者 数
（ 人 ）

学 級 数
（ 学級）

在 籍 者 数
（ 人 ）

学 級 数
（ 学級）

在 籍 者 数
（ 人 ）

幼 稚 園 42 710 47 833 △ 5 △ 123

小 学 校 342 10, 611 333 10, 306 9 305

中 学 校 73 2, 263 72 2, 189 1 74

合 計 457 13, 584 452 13, 328 5 256

港区立学校に在籍する幼児・児童・生徒数等について

※ 通級指導学級の児童・ 生徒は含みません。

増 減令 和 ４ 年 度

※ 特別支援学級の学級数及び児童・ 生徒数は７ ページに掲載

令 和 ５ 年 度

※ 幼稚園については４ 月１ ０ 日現在

※ 小・ 中学校については４ 月７ 日現在 

資料 ５－２

１



抽
選

（ 注）

学級数
（ 学級）

定 員
（ 人 ）

園 児 数
（ 人 ）

抽
選

（ 注）

学級数
（ 学級）

定 員
（ 人 ）

園 児 数
（ 人 ）

抽
選

（ 注）

学級数
（ 学級）

定 員
（ 人 ）

園 児 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

定 員
（ 人 ）

園 児 数
（ 人 ）

学級数
（ 学 級 ）

園 児 数
（ 人 ）

5 1 30 7 1 30 18 2 60 25

4 1 30 18 1 30 18 2 60 36

5 1 35 30 1 30 18 2 60 35 4 125 83

4 1 35 22 2 60 35 2 60 34 5 155 91

5 1 25 16 1 30 11 1 30 15 3 85 42

4 1 25 7 1 30 16 1 30 29 3 85 52

5 2 50 35 2 60 26 2 60 41 6 170 102

4 2 50 21 2 60 42 2 60 45 6 170 108

5 1 25 12 1 30 14 1 30 19 3 85 45

4 1 25 15 1 30 18 1 30 16 3 85 49

5 2 50 27 2 60 37 2 60 31 6 170 95

4 2 50 35 2 60 33 2 60 45 6 170 113

5 1 25 21 1 30 21 1 30 29 3 85 71

4 1 25 22 1 30 27 2 60 42 4 115 91

5 ○ 1 25 25 1 30 26 1 30 26 3 85 77

4 ○ 1 25 25 1 30 22 1 30 27 3 85 74

5 1 30 4 1 30 2 2 60 6

4 1 30 5 1 30 6 2 60 11

5 1 25 17 1 30 27 2 60 37 4 115 81

4 2 50 26 2 60 34 2 60 36 6 170 96

5 1 25 16 1 30 18 1 30 18 3 85 52

4 1 25 19 1 30 19 2 60 38 4 115 76

5 1 25 10 1 25 10 1 25 11 3 75 31

4 1 25 10 1 25 11 1 25 15 3 75 36

5 12 310 209 14 415 219 16 475 282 42 1, 200 710

4 13 335 202 16 475 280 18 535 351 47 1, 345 833
増 減 △ 1 △ 25 7 △ 2 △ 60 △ 61 △ 2 △ 60 △ 69 △ 5 △ 145 △ 123

5
4

（ 注） …○印のある幼稚園は、 定員を超える応募があっ たため抽選を実施し まし た。
※ ４ 月１ ０ 日現在
※ 充足率： 定員に対する在籍数の割合

合 計
△ 5 △ 123

59%
62%

充 足 率
※ ２

67%
60% 59% 66%

53%

合 計 増 減

△ 10

△ 11

△ 4

0

３ 歳 児

にじ のはし
0 △ 5

青 南
△ 1 △ 24

△ 20

中 之 町
△ 2 △ 15

本 村
0 △ 5

港 南
0 △ 18

三 光
0

南 山
0 3

麻 布
△ 1

白 金 台
0 △ 6

高 輪
0

59%

２　区立幼稚園の学級数及び園児数

幼 稚 園 年 度

芝 浦
△ 1 △ 8

赤 羽

４ 歳 児 ５ 歳 児

２



学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

5 3 92 3 84 3 76 2 69 2 74 2 52 15 447

4 3 87 3 78 3 71 2 70 2 52 2 58 15 416

5 3 81 3 89 3 84 3 74 2 65 2 57 16 450

4 3 89 3 83 3 74 2 71 2 60 2 65 15 442

5 4 139 3 100 3 92 3 95 3 89 2 75 18 590

4 3 104 3 96 3 95 3 96 2 73 2 66 16 530

5 4 132 5 155 5 175 4 139 4 148 5 173 27 922

4 5 151 6 176 5 146 4 147 5 180 5 165 30 965

5 ○ 5 145 4 127 3 91 2 57 2 62 1 38 17 520

4 ○ 4 127 3 87 2 52 2 61 1 35 1 15 13 377

5 2 70 2 61 3 83 3 84 2 59 2 69 14 426

4 2 65 3 84 3 85 2 61 2 70 2 77 14 442

5 ○ 5 155 4 119 4 128 3 103 4 136 3 101 23 742

4 ○ 4 119 4 128 4 108 4 133 3 102 3 115 22 705

5 ○ 4 131 4 116 5 143 4 124 3 116 3 112 23 742

4 〇 4 116 5 141 4 125 4 122 3 112 3 96 23 712

5 4 130 4 126 4 122 4 122 4 124 3 112 23 736

4 〇 4 118 4 118 4 124 4 134 3 107 4 134 23 735

5 6 205 7 227 6 210 6 204 6 215 6 220 37 1, 281

4 7 229 7 211 6 208 6 222 6 222 6 233 38 1, 325

5 2 65 2 62 3 73 2 48 2 52 2 61 13 361

4 2 69 3 71 2 50 2 54 2 63 1 33 12 340

5 2 49 2 47 2 57 2 60 2 44 1 34 11 291

4 2 51 2 58 2 58 2 44 1 35 1 38 10 284

5 ○ 2 70 2 59 2 59 2 49 2 66 2 55 12 358

4 ○ 2 61 2 59 2 50 2 65 2 57 2 62 12 354

5 3 76 3 95 3 85 3 94 3 84 2 72 17 506

4 3 93 3 80 3 90 3 83 2 74 3 89 17 509

5 ○ 3 75 3 81 3 75 3 83 2 77 2 69 16 460

4 3 82 3 77 3 81 2 74 2 72 2 69 15 455

5 4 119 3 104 3 95 3 86 3 82 3 95 19 581

4 4 108 3 96 3 86 3 81 3 95 2 67 18 533

5 1 24 1 22 1 32 1 32 1 20 2 49 7 179

4 1 23 1 29 1 30 1 22 2 47 1 38 7 189

5 4 138 4 127 4 106 4 106 3 103 3 100 22 680

4 4 124 4 107 4 106 3 107 3 94 3 96 21 634

5 2 44 2 55 2 62 2 58 2 64 2 56 12 339

4 2 59 2 60 2 59 2 63 2 55 2 63 12 359

5 63 1, 940 61 1, 856 62 1, 848 56 1, 687 52 1, 680 48 1, 600 342 10, 611

4 62 1, 875 64 1, 839 59 1, 698 53 1, 710 48 1, 605 47 1, 579 333 10, 306

増 減 1 65 △ 3 17 3 150 3 △ 23 4 75 1 21 9 305

（ 注） …○印のある学校は、 新入学時の学校選択希望制において抽選を実施し まし た。

※ ４ 月７ 日現在 

46

４ 年

21

7

4

1

△ 3

5

1

48

△ 10

0 △ 16

30

1

0

３　区立小学校（特別支援学級を除く）の学級数及び児童数

増 減５ 年 ６ 年 合 計抽
選

( 注)

２ 年
年
度

１ 年

小 学 校
３ 年

305

△ 20

1

0 31

△ 3

0

0

60

1

9

8

2

△ 43

1

△ 44

合 計

0

笄

0

お台場学園
港 陽

東 町

赤 坂

青 山

青 南

1

御 成 門

南 山

白 金

港 南

麻 布

白 金の丘学園

白 金 の 丘

芝 浜

高 輪 台

御 田

芝

赤 羽

本 村

芝 浦

4

1 37

0

△ 1

143

３



学級数
（ 学級）

生 徒 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

生 徒 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

生 徒 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

生 徒 数
（ 人 ）

学級数
（ 学級）

生 徒 数
（ 人 ）

5 3 101 3 93 2 79 8 273

4 3 92 2 76 3 103 8 271

5 3 96 3 97 3 109 9 302

4 ○ 3 100 3 105 3 97 9 302

5 3 97 3 98 3 89 9 284

4 ○ 3 90 3 84 3 102 9 276

5 4 112 3 106 4 124 11 342

4 4 107 4 121 3 114 11 342

5 2 75 2 68 2 72 6 215

4 2 71 2 71 2 53 6 195

5 3 94 3 87 2 69 8 250

4 ○ 3 86 2 67 2 80 7 233

5 3 76 2 69 3 95 8 240

4 2 70 3 95 3 97 8 262

5 2 45 2 43 1 39 5 127

4 ○ 2 43 1 34 1 21 4 98

5 1 38 2 45 2 45 5 128

4 2 42 2 42 2 42 6 126

5 1 35 1 26 2 41 4 102

4 1 24 2 42 1 18 4 84

5 25 769 24 732 24 762 73 2, 263

4 25 725 24 737 23 727 72 2, 189

増 減 0 44 0 △ 5 1 35 1 74

（ 注） …○印のある学校は、 新入学時の学校選択希望制において抽選を 実施し まし た。

※ ４ 月７ 日現在 

抽
選

( 注)

４　区立中学校（特別支援学級を除く）の学級数及び生徒数

御 成 門

0 2

中 学 校
年
度

１ 年 ２ 年 ３ 年 合 計 増 減

0 0

高 松

0 8

三 田

港 南

0 0

白金の丘学園

白 金 の 丘
0 20

六 本 木

1 17

高 陵

0 △ 22

赤 坂

1 29

青 山

△ 1 2

お台場学園
港 陽

0 18

合 計

1 74

４



５　区立小学校（日本語学級）の学級数及び児童数

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６ 年
学 級 数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

学 級 数
（ 学級）

児 童 数
（ 人 ）

5 0 3 5 3 4 3 1 18

4 0 7 3 6 3 3 2 22

5 4 6 5 4 6 4 2 29

4 0 3 5 8 3 6 2 25

5 4 9 10 7 10 7 3 47

4 0 10 8 14 6 9 4 47

増 減 4 △ 1 2 △ 7 4 △ 2 △ 1 0

※ ４ 月７ 日現在 

６　区立中学校（日本語学級）の学級数及び生徒数

１ 年 ２ 年 ３ 年
学 級 数
（ 学級）

生 徒 数
（ 人 ）

学 級 数
（ 学級）

生 徒 数
（ 人 ）

5 10 12 7 2 29

4 8 6 7 2 21

増 減 2 6 0 0 8

※ ４ 月７ 日現在 

0 8

六 本 木

中 学 校 年度
増 減合 計

合 計

生徒数（ 人）

小 学 校 年度

笄

0 4

麻 布

△ 1

児 童 数 （ 人 ）

△ 1

合 計 増 減

△ 4

0

５



１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６ 年
学級数

（ 学級）
児童数
（ 人）

学級数
（ 学級）

児童数
（ 人）

5 4 3 1 0 1 0 2 9

4 1 1 0 2 1 3 1 8

5 0 0 2 0 1 0 1 3

4 2 2 0 0 0 0 1 4

5 7 8 2 7 6 6 5 36

4 6 2 6 5 6 10 5 35

5 1 4 2 4 3 4 3 18

4 4 2 2 3 4 1 2 16

5 4 4 4 4 5 7 4 28

4 4 4 4 4 8 4 4 28

5 2 1 1 2 1 0 1 7

4 1 1 1 0 0 2 1 5

5 18 20 12 17 17 17 16 101

4 18 12 13 14 19 20 14 96

5 1 4 0 4 1 1 1 11

4 1 0 4 1 1 0 1 7

5 4 14 6 6 3 3 2 36

4 5 11 9 7 2 1 2 35

5 5 18 6 10 4 4 3 47

4 6 11 13 8 3 1 3 42

5 23 38 18 27 21 21 19 148

4 24 23 26 22 22 21 17 138

△ 1 15 △ 8 5 △ 1 0 2 10

※ ４ 月７ 日現在 

１ 年 ２ 年 ３ 年
学級数

（ 学級）
生徒数
（ 人）

学級数
（ 学級）

生徒数
（ 人）

5 0 3 0 1 3

4 3 0 0 1 3

5 5 2 4 2 11

4 2 4 7 2 13

5 4 5 5 2 14

4 6 7 3 2 16

5 2 6 2 2 10

4 6 2 1 2 9

5 5 0 1 1 6

4 1 1 0 1 2

5 3 5 4 2 12

4 6 4 3 2 13

5 19 21 16 10 56

4 24 18 14 10 56

5 0 0 1 1 1

4 1 1 1 1 3

5 19 21 17 11 57

4 25 19 15 11 59

△ 6 2 2 0 △ 2

※ ４ 月７ 日現在 

小 計

合 計

知的障害

固 定
通 級

中 学 校 年度

増 減

８　区立中学校（特別支援学級）の学級数及び生徒数

生徒数（ 人）

種 別

合 計
2 10

固定学級 六 本 木

0

△ 2

5

1

2

2

0

1

0

5

0 4

0 1

00

港 陽知的障害 固定学級

小 計

知的障害 固定学級 青 山

2

７　区立小学校（特別支援学級）の学級数及び児童数

1 1

年度種 別

知的障害 固定学級 赤 羽

小 学 校

児 童 数 （ 人 ） 増 減合 計
固 定
通 級

0

0

0
知的障害 固定学級 青 山

△ 2

小 計

1

0

難　 聴
通級

指導学級
御 成 門

0 △ 2

0

0 △ 1

増 減

知的障害 固定学級

高 松

合 計

港 陽

知的障害 固定学級

自閉症・ 情緒障害 固定学級 赤 坂

知的障害 固定学級 港 南

知的障害 固定学級 高 輪 台
0 △ 1

4

増 減

0 0

0 △ 2

0

通級
指導学級

知的障害 固定学級 港 南

知的障害 固定学級

御 成 門言語障害

本 村

難　 聴
通級

指導学級
御 成 門

６



合計 増減 合計 増減

１ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６ 年
児童数
（ 人）

児童数
（ 人） １ 年 ２ 年 ３ 年

生徒数
（ 人）

生徒数
（ 人）

5 0 6 6 5 0 0 17 5 6 4 5 15

4 1 3 5 5 1 3 18 4 5 8 5 18

5 1 8 9 4 2 1 25 5 6 0 3 9

4 3 6 5 4 3 6 27 4 1 4 5 10

5 2 0 0 3 0 1 6 5 2 1 1 4

4 0 1 2 0 4 2 9 4 1 1 2 4

5 0 8 9 10 5 9 41 5 4 4 1 9

4 1 9 9 6 11 9 45 4 6 2 3 11

5 1 8 5 7 4 0 25 5 5 0 3 8

4 1 5 5 1 1 3 16 4 0 2 6 8

5 0 0 3 11 2 3 19 5 3 5 1 9

4 0 3 5 3 5 9 25 4 3 1 1 5

5 2 4 3 9 2 3 23 5 4 6 5 15

4 1 1 3 4 7 7 23 4 6 5 2 13

5 0 4 5 5 0 1 15 5 4 0 0 4

4 1 6 7 2 1 1 18 4 0 0 1 1

5 2 1 3 4 2 1 13 5 2 4 4 10

4 0 1 4 3 1 6 15 4 1 5 6 12

5 1 11 9 8 6 9 44 5 1 2 0 3

4 1 7 11 12 10 6 47 4 3 0 3 6

5 0 0 3 0 1 3 7 5 37 26 23 86

4 0 2 0 2 3 2 9 4 26 28 34 88

5 0 1 4 2 4 0 11 増 減 11 △ 2 △ 11 △ 2

4 0 6 3 6 2 1 18

5 0 4 4 2 2 10 22

4 1 2 3 5 9 5 25

5 0 4 4 8 4 8 28

4 0 1 7 4 10 7 29

5 0 5 7 6 5 4 27

4 1 3 3 3 4 3 17

5 1 2 4 3 3 1 14

4 0 2 4 5 5 2 18

5 1 0 4 6 2 5 18

4 0 1 6 1 5 0 13

5 0 2 5 9 4 4 24

4 0 2 8 4 2 3 19

5 1 5 4 4 4 0 18

4 1 2 4 6 0 5 18

5 12 73 91 106 52 63 397

4 12 63 94 76 84 80 409

増 減 0 10 △ 3 30 △ 32 △ 17 △ 12

※ ４ 月７ 日現在 

９　区立小・中学校の特別支援教室利用児童・生徒数

△ 3

△ 12

△ 1

10

△ 4

5

5

0

△ 1

△ 2

△ 3

△ 4

△ 6

0

△ 3

赤 坂

青 山

青 南

青 山

高 陵

お 台 場 学 園

港 陽

赤 坂

△ 2

△ 3
港 南

麻 布

南 山

△ 2

△ 7

生徒数（ 人）

△ 3

合 計

御 成 門

芝

赤 羽

芝 浦

御 田

高 輪 台

合 計

白 金

白金の丘学園

白 金 の 丘

お 台 場 学 園

港 陽

本 村

笄

東 町

小学校
年
度

中学校
年
度

白金の丘学園

白 金 の 丘

港 南

高 松

児 童 数 （ 人 ）

三 田

御 成 門

芝 浜
9

△ 2

△ 2

六 本 木

0

4

2

△ 1

0

3

△ 2

△ 3

７



 

 

学校における取組について 

 

 

１  小学校長会 

いじ めの早期発見、 早期対応に向けた組織的な対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  中学校長会 

いじ めの未然防止に向けた組織的な対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ６ 
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子ども 家庭支援センタ ー 

 

 

「みなと子ども相談ねっと」の取組に関する報告について 

 

 

１ みなと子ども相談ねっとの利用状況 

(１) 実績                                      ( 件)  

 

 

 

 

 

 

 

(２) 学年別相談件数                                     ( 件)  

 

    

1

6

1

13

14

12

37

10

17

6

0

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和２年度令和３年度令和４年度

小学１～３ 161
小学４～６ 131412
中学生 371017
高校生 601

小学１～３ 小学４～６ 中学生 高校生

 登録者総数 やり取り総数 延べ相談者数 

令和２年度 184 人 449 回 57 人 

令和３年度 205 人 134 回 30 人 

令和４年度 153 人 231 回 31 人 

資料 ７ 
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(３) 相談内容別件数                                        ( 件)  

 

 

２ みなと子ども相談ねっとの認知度調査について 

(１) 調査概要 

（ ア） 調査の目的 

   「 子ども の権利条約」 及び「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 に関する 、 児童・ 生徒の認

知度を 把握すると と も に、「 子ども の権利条約」 及び「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 に

ついて周知・ 啓発する機会と し ます。  

（ イ ） 調査対象者 

  区立小・ 中学校に在籍し ている全児童・ 生徒 

  （ 令和４ 年 11 月１ 日現在で、 児童 10, 332 人、 生徒 2, 210 人）  

   ※特別支援学級は可能な範囲で調査 

（ ウ） 調査期間   

令和４ 年 10 月 27 日（ 木） ～11 月９ 日（ 水）  

 

2

0

0

22

11

11

9

10

5

8

6

6

16

2

9

0

1

0

0 5 10 15 20 25

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和２年度令和３年度令和４年度

虐待 200
心や身体のこと 221111
友達関係（いじめ含む） 9105
学校・勉強 866
家族関係 1629
その他 010

虐待 心や身体のこと 友達関係（いじめ含む） 学校・勉強 家族関係 その他
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（ エ） 調査方法 

  各学校にて学習用タ ブレ ッ ト 端末で、 学級ごと に実施 

（ オ） 回答人数 

  小学校 9, 603 人 （ 回収率： 92. 9％）  

  中学校 1, 893 人 （ 回収率： 85. 7％）  

 

(２) 調査結果 

( ア) 「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 について 

  イ ンタ ーネッ ト に繋がるスマホや携帯電話で相談でき る「 みなと 子ども 相談ねっ と 」

を 知っ ていますか？ 

 
 

(３) さらに認知度を高めるための取組 

（ ア） 教育委員会の協力により 、令和４ 年度に、区立小・ 中学校の学習用タ ブレッ ト に、

「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 のショ ート カ ッ ト を 配信し まし た。  

( イ )  広報みなと の一面にて、 本事業を紹介し ます。  

（ ウ） 令和５ 年度は、 子ども の相談先を一覧で記載し たリ ーフ レ ッ ト を 配布、 「 みなと

子ども 相談ねっ と 」 や電話等、 様々な方法で相談可能であるこ と を 周知し ます。  
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港区青少年問題協議会

「 地域の子ども は地域ぐ るみで育てまし ょ う 」「 地域の子ども は地域ぐ るみで育てまし ょ う 」

活動方針を 達成するためには活動方針を 達成するためには

まず 家庭内の信頼関係 を 強めるこ と が大切です。

その家庭を 支えるために「 地域の子ども は地域ぐ るみ

で育てる」 と いう 視点から 、 学校・

地域・ その他の関係機関が互いに協

力し て、 港区全体で日常的に青少年

の健全育成活動に取り 組みます。

青少年健全育成に関する 相談青少年健全育成に関する 相談

いじ め、 友人関係、 性や体に関する

悩み、 子育て中の保護者の悩みなど

困っ ているこ と はあり ませんか？

子ども も 保護者も 、 ひと り で悩まず

に、 ぜひ相談し てく ださ い。

子ども・ 子育て
相談窓口一覧

（ 港区ホームページ）

令和５ 年度

港区青少年健全育成活動方針



イ ンタ ーネッ ト ト ラ ブル、 性犯罪を含む犯罪行為、 暴力団、 消費者被害など

から 青少年を守り 、 また、 青少年犯罪を防止するため、 地域の安全の点検・

改善や、 青少年自身の危機回避能力向上に取り 組むと と も に、 関係機関相互

の連携を深めまし ょ う

青少年が意見を表明する機会を確保すると と も に、 地域の活動等を通じ て家

庭を支え、 青少年同士、 家族間、 地域の多様な人々が互いに知り 合い、 関わ

り を深めるこ と のでき る機会を日頃から つく り まし ょ う

自然体験や社会貢献、 異年齢活動等、 青少年が直接自然や社会と 関わり 、 自

他の生命を大切にし 、 自己肯定感（ ※） を育むと と も に、 多様な価値観への

理解を深める機会をつく り まし ょ う

突然の災害に対応するために、 日頃から 青少年自身が地域の一員と し ての自

覚を持ち、 防災意識や知識、 技術を身につける機会をつく り まし ょ う

※自己肯定感とは・ ・ ・ 生まれて良かっ たと 感じ 、 自分自身を大切にする態度や感情をいいます。

＜令和５ 年度重点的な取組　 設定の背景＞

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響によ り 、 地域で子ども を 見守る 環境が大き く 変わり まし た。 家庭環

境が見えづら く なり 、 生活困窮やヤン グケアラ ー等の把握・ 適切な支援が必要です。 また、 オン ラ イ

ン での生活がよ り 身近になり 、 イ ン タ ーネッ ト 、 SN S 等の利用から 青少年が犯罪等に巻き 込まれな

いよ う 取り 組んでいく こ と が必要です。 地域で見守り 、 青少年が人と 関わり を 深め、 自分の身を 守り 、

人を 傷つけないよう に、 思いやり を 持っ て生活でき る よう 取り 組みます。

・ 誰に対し ても 、 思いやり を持っ て関わるこ と のでき る心を育む

・ 自分の身を守り 、 人を傷つけない、 健全な気持ちや判断能力を育む

各基本目標に記載のマーク は、

関連するSD Gsのゴールを 示し ています。

詳し く は港区ホームページを ご覧く ださ い。

基 本 目 標

活 動 方 針

重 点 的 な 取 組

青少年が犯罪に巻き込まれない安全・ 安心な環境の確保　

青少年が意見を表明する機会を確保し 、 青少年同士・ 家族間・ 青少年と 地域の

人々が関わり を深めるこ と のできる機会の充実

青少年が自他の生命を大切にし 、 思いやり の心や社会を生きていく 力を育み、

多様性を尊重する体験や機会の充実

青少年が地域の一員と し ての自覚を持ち、 防災力を向上するこ と ができる機会

の充実

関連するSD G sのゴール

（ 港区ホームページ）

1基本目標 1基本目標

1基本目標 1活動方針

1基本目標 2活動方針

1基本目標 3活動方針

1基本目標 4活動方針

1基本目標 2基本目標

1基本目標 3基本目標

1基本目標 4基本目標

地域の見守り の中で自分や人を大切にする心を育む取組地域の見守り の中で自分や人を大切にする心を育む取組



青 少 年 健 全 育 成 に 係 る 具 体 的 な 取 組 例

1基本目標 1活動方針

1基本目標 2活動方針

● SN S ルールの策定　 学校や家庭ごと に SN S の使用ルールを定める取組

● 社会を明るく する運動

犯罪・ 非行防止と 犯罪者の更生への理解を深め、 犯罪や非行のない明るい社会を築こ う と する全国的な

運動イ ベント やパレード 等を実施、 小・ 中学校へ啓発用品を配布

● 暴力団排除キャ ンペーン

● 薬物乱用防止活動　 薬物乱用防止講習会の実施

● 交通安全・ 防犯・ セーフ ティ 教室等
保育園、 幼稚園、 学校や児童館等で、 警察等と 連携し 、 交通安全や不審者対策

（ 自転車交通安全教室、 区民防犯研修会、 不審者侵入対応訓練等）

イ ンタ ーネッ ト の安全利用等を啓発する活動、 スマホ・ ケイ タ イ 安全教室、 命の大切さ を学ぶ教室等を実施

● 消費者教育啓発のパンフ レッ ト 配布
　  「 小学生の消費生活ノ ート 」「 中学生のかし こ い消費生活」「 オト ナ消費者へ　 ステッ プアッ プ」

● さ まざまな団体が連携し た地域での見守り 活動

● 地域の防犯等パト ロール、 青色防犯パト ロール　

● みんなと 安全安心メ ール、 学校・ 児童施設等の緊急メ ール配信サービス

● みんなと 安全安心ハンド ブッ ク

● 子ども 1 1 0 番事業　 不審者等から 追いかけら れた子ども を協力者が保護し 、 安全を図る仕組み

● 地域団体が協力し た落書き 消去活動

● 地域安全マッ プづく り 　 子ども 自身による地域や保護者等と の「 地域安全マッ プ」 の作成

● 児童館・ 子ども 中高生プラ ザ・ 一時保護所等での子ども 会議　 子ども たちが様々なテーマで意見交換を行う 取組

● 学校での児童会活動・ 生徒会活動
学級や学校を代表し 、 様々な意見を出し 合い、 学校行事の企画や学級・ 学校の課題解決等を行う 活動

● 子ども サミ ッ ト 　 小・ 中学生が今後の自分たちの生活をより よく するためにするべき こ と 等について提言

● 子ども ・ おと な・ 地域みなト ーク 事業　 子ども ・ 子育て当事者と 地域の子育て支援者等がつどい、 意見交換を行う 事業

● 保育園・ 幼稚園・ 小学校・ 中学校・ 児童館等における行事などでの地域と の交流

● 各青少年対策地区委員会実施の地域交流イ ベント
御成門地区フ ァ ミ リ ーボウリ ング大会、 三田地区パラ リ ンピッ ク 競技体験

高松地区スポーカ ルまつり 、 港南地区バスハイ ク 、 白金地区白丘から 台場へ歩こ う 会、

六本木地区スキー教室、 高陵地区スポーツ大会、 赤坂地区バスハイ ク
青山地区スキー教室、 お台場地区スキー教室　 等

● PTA による地域と 連携し たイ ベント の実施

● 中学生の職場体験・ 職場訪問
授業の一環と し て、 地域の事業所で数日間の職場体験やイ ンタ ビュ ー活動等を行う 取組

● 子ども 会まつり 　 港区子ども 会連合会が中心と なり 、 地域の関係団体と 共催の事業

● 地域で行われるスポーツイ ベント ・ スポーツ教室
区と 地域が協働する各種スポーツイ ベント 、 学校等の施設を活用し たスポーツ教室や障害者スポーツの体験教室等

（ ＭＩ Ｎ Ａ Ｔ Ｏ シティ ハーフ マラ ソ ン、 タ グラ グビー教室、 パラ スポーツ体験会等）

● 地域連携によるあいさ つ運動

● 子育てコ ーディ ネータ ー事業　 地域で活動する 子育てコ ーディ ネータ ーが児童や保護者等の相談対応・ 情報提供を 行う 事業

「 イ ン タ ーネッ ト ト ラ ブル、 性犯罪を 含む犯罪行為、 暴力団、 消費者被害などから 青少年を 守り 、

また、 青少年犯罪を 防止する ため、 地域の安全の点検・ 改善や、 青少年自身の危機回避能力向上

に取り 組むと と も に、 関係機関相互の連携を深めまし ょ う 」 に関する取組例

区や学校、 地域等で行われている青少年健全育成活動の一例 です。 事例を参考に、 みんなで積極的に取り 組みまし ょ う ！

「 青少年が意見を表明する機会を確保すると と も に、 地域の活動等を 通じ て家庭を支え、 青少年同

士、 家族間、 地域の多様な人々が互いに知り 合い、 関わり を 深める こ と のでき る 機会を 日頃から

つく り まし ょ う 」 に関する取組例

1基本目標 3活動方針

1基本目標 4活動方針

● 地域での自然体験事業

区と 地域が共催するみなと キャ ンプ村事業、 児童館等のキャ ンプ、 PTA 実施の農業体験等

● 自治体連携による自然体験・ 交流事業

芝地区と 茨城県稲敷郡阿見町、 麻布地区と 山形県最上郡舟形町、 赤坂青山地域と 岐阜県郡上市、

芝浦港南地区と 秋田県にかほ市、 台場地域と 福島県柳津町 等

● みなと 区民の森（ あき る野市） を活用し た環境学習

区が主催する生き物観察や間ばつ体験等のさ まざまな環境学習の実施

● 緑のカ ーテンプロジェ ク ト 　 保育園・ 幼稚園・ 小学校等の区有施設で緑のカ ーテンを設置

● エコ ラ イ フ ・ フ ェ アＭＩ Ｎ Ａ Ｔ Ｏ

区・ 企業・ 民間団体等が取り 組む環境活動の展示、 環境に関するワーク ショ ッ プ等

● 保育園・ 幼稚園・ 小学校・ 中学校・ 児童館等のエコ 活動

● 小・ 中学生の環境に関する自主研究

● 保育園・ 幼稚園・ 小学校・ 中学校・ 児童館等での飼育動物等の世話

● 中高生と 乳幼児のふれあい

職場体験や家庭科学習、 ボラ ンティ アの受入れ等で、 中高生が保育園や幼稚園を訪問する取組

● 福祉の体験学習等　 小・ 中・ 高校等で実施する車いす体験やアイ マスク 体験等の福祉体験学習

● 地域清掃等のボラ ンティ ア活動

● 子ども の居場所づく り チャ レンジ事業　

子ども 中高生プラ ザ等で、 中高生が主体的に活動や体験ができ る居場所づく り の取組

● こ こ ろ の体温計　 パソ コ ンや携帯電話でいつでも 気軽にスト レス度や落ち込み度をセルフ チェ ッ ク できる取組

● 総合防災訓練

区と さ まざまな団体が連携し 、 区内７ 会場で行われる 総合的な防災訓練

町会・ 自治会ごと の地域の訓練に児童が参加する ほか、

小・ 中学校と も 連携し 、 小・ 中学生の積極的な参加を 呼びかけています。

● 各種防災・ 避難訓練、 防災教室

小・ 中学校等の施設における 避難・ 引き 取り 訓練、 消防署や警察署の協力を 得た

訓練や防災教室、 地域と 合同でいも 煮の炊き 出し 等も 交えた訓練等

お台場学園防災 j r. チーム

● 消防少年団活動

小学生から 消防に関する 知識や技術を 身につける 訓練の実施

地域での防火・ 防災の啓発や環境美化活動等の地域貢献活動

「 自然体験や社会貢献、 異年齢活動等、 青少年が直接自然や社会と 関わり 、 自他の生命を大切にし 、

自己肯定感を育むと と も に、 多様な価値観への理解を深める機会をつく り まし ょ う 」

に関する取組例

「 突然の災害に対応するために、 日頃から 青少年自身が地域の一員と し ての自覚を持ち、 防災意識

や知識、 技術を身につける機会をつく り まし ょ う 」 に関する取組例



港区の青少年をと り まく 課題や必要と さ れる取組

1  イ ンタ ーネッ ト やSN Sに関連する有害環境への適切な対応

（ １ ） インタ ーネッ ト の適正な利用のため、フ ィ ルタ リ ングを促進し 、使い方のルール作り に取り 組みます。

（ ２ ） SN S等に関連し た、性被害を含む子ども の犯罪被害やいじ め、プラ イ バシーの侵害、誹謗中傷、個人情報の流出等を

防止するため、家庭・ 学校・ 地域が連携し て啓発を図り ます。

2  犯罪や事故に巻き込まれる危険性への対応

（ １ ） 正し い性の理解と 危機回避能力の向上を図るこ と で、性被害（ 児童ポルノ の関与、児童買春等）の防止に取り 組み、あ

わせてエイ ズ・ 性感染症の予防や検査についての啓発を強化し ます。

（ ２ ） 繁華街の防犯パト ロールや落書き防止を通じ 、「 港区暴力団排除条例」に基づく 暴力団排除活動を推進し 、犯罪に巻

き込まれない環境を確保し ます。

（ ３ ） 大麻や覚せい剤、危険ド ラ ッ グ等の危険性に関する正し い知識を啓発し ます。

（ ４ ） 万引き、特殊詐欺への加担が犯罪だと 自覚を持たせるための環境づく り や規範意識を醸成し 、また、スト ーカー事案

等の被害者にも 加害者にも なら ないよう 、被害の実態や相談窓口等についての広報啓発をすすめます。

（ ５ ） 社会経験や契約知識等が不十分な若者は、悪質商法のタ ーゲッ ト になり やすい傾向がみら れるため、消費者被害に

巻き込まれるこ と を防止すると と も に、消費者教育を推進し ます。

（ ６ ） 地域の見守り の中で、子ども が交通事故に合わないよう に、交通安全教室、安全運転の励行等、交通安全に関する活

動と 連携し 、子ども の安全確保の対策を推進し ます。

3  人と 人と の関わり を深める機会の充実

（ １ ） 様々な人が互いに支え合う 地域社会の実現に向け、青少年が地域の一員と し ての自覚を持ち、郷土意識を育成でき

るよう な機会を充実し ます。

（ ２ ） 新型コ ロナウイルス感染症、少子化・ 核家族化、生活価値観の変化等に応じ 、青少年同士、家族間のコ ミ ュ ニケーショ

ンの質の向上や機会の充実ができるよう 取り 組みます。

（ ３ ） 東京2 0 2 0オリ ンピッ ク・ パラ リ ンピッ ク 競技大会のレガシーを契機に、様々な体験活動やボラ ンティ ア活動を通

じ 、社会性や主体性を育む機会を充実し 、地域における居場所づく り を推進し ます。

（ ４ ） 国際社会の一員と し ての役割や責任を自覚し 、広い視野と 豊かな国際感覚を育むため、国際理解を深める学習の機

会や異文化交流活動の推進を図り ます。

4  自分や他人を思いやる心を育む取組

（ １ ） 自然や生き物と かかわる自然体験や、生命を尊ぶ気持ちの大切さ を知り 、自分や人を思いやる気持ちを育む多様な

機会の充実に取り 組みます。

（ ２ ） いじ めをし ない、さ せない、見過ごさ ない、子ども がSO Sを出せる環境づく り に取り 組みます。

（ ３ ） 地域全体で障害や多様な性等を理解し 、個性を尊重し 合いながら と も に地域で生活できる意識啓発や、環境づく り

に取り 組みます。

（ ４ ） 自分自身の心や体を大切にし 、年齢・ 発達の程度に応じ た不安・ 悩みの相談や安心し て過ごせる居場所づく り に取り

組みます。

5  ひきこ も り 等の青少年への支援

（ １ ） 個別的・ 継続的な支援を行う と と も に、一人ひと り の特性を生かし た就学・ 就労につながる地域における支援を推進

し ます。

6  児童虐待やド メ スティ ッ ク・ バイ オレンス（ D V）等の防止

（ １ ） 全国的に増加傾向にあり 、深刻な状況にある児童虐待やド メ スティ ッ ク・ バイオレンス（ D V）等の家庭に係る問題を

未然に防止するため、相談し やすい環境づく り を進めると と も に、関係機関が連携し 、一人ひと り の状況に応じ た必

要な支援を図り ます。

7  子ども の未来を応援する取組

（ １ ） 経済状況をはじ めと する家庭環境によっ て、子ども の将来が左右さ れるこ と のないよう 、

必要な環境整備と 、教育の機会均等を図り ます。

（ ２ ） 子ども 食堂運営団体と 地域の民間企業が連携する港区子ども 食堂ネッ ト ワーク を活用し 、

地域、企業の力を結集し た活動を推進し 、子ども の孤食解消と 保護者支援を図り ます。

（ ３ ） 地域や関係機関等が連携し てヤングケアラ ーの早期発見や把握ができるよう 、社会的認知

度の向上、適切な支援に取り 組みます。

8  防災力向上のための取組

（ １ ） 近年台風や洪水、地震などの自然災害が多発し ており 、大規模災害時の具体的な訓練や家

族への緊急連絡方法の確認等、日頃の備えを促進し ます。

（ ２ ） 青少年自身が身の回り の危険に気づき、安全を確保するための知識を深める機会を充実し ます。

港区の青少年をとり まく
課題や必要と さ れる取組
（ 港区ホームページ）

1 ～8 に関連する 情報も

参照でき ます。（ 消費者教

育、子ど も 食堂、ヤン グケ

アラ ー等）



　 区長の付属機関と し て設置し ている港区青少年問題協議会は、毎年、「 青少年健全育成活動方針」を策定すると と も に、

青少年の健全育成に必要な施策を推進するため、 関係行政機関と 地域活動団体等と の連絡調整を行っ ています。
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